９月　宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　消費税廃止中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止・撤回を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●安倍首相は、年末にも消費税10%への増税を決断するとしています。４月の８%への増税で、くらしも地域経済も大変井なっている時に、さらに増税など、大丈夫なはずがありません。

消費税増税とアベノミクスの円安で物価が上昇し、日を追うごとに日本経済の深刻さが増し、危険水域にはいってきました。４月～６月期のＧＤＰ・国内総生産は、年率換算で７．１％の大幅ダウン。とくに個人消費は、この20年で最大のマイナスです。
実質賃金が上がらず、消費が落ち込み、日本経済が沈んでしまうという典型的な増税不況です。大企業は円安・株高で史上空前の儲けでも、内部留保をためるだけ。「企業が儲かれば、そのおこぼれで、従業員や下請け、地域経済が潤う」という「アベノミクス」は完全に破たんしました。
●消費税を10%にすれば、くらしも営業も日本経済も耐えられません。消費税増税と一緒に医療・介護・年金・福祉の大改悪し、底抜けの無駄づかいを繰り返す安倍政権。「社会保障のため」「財政再建のため」という言い分は通じません。国民世論は圧倒的に「増税ノー」です。部政権のブレーンや消費税必要論者からも「いま増税はやめるべき」との声が上がっています。
●一方で安倍首相はさらなる法人税の引き下げに言及しています。導入以来、25年間で国民が支払った消費税は累計２８２兆円。その一方で、同時期の法人３税（法人税、法人住民税、法人事業税）は、度重なる減税で２５５兆円の減収です。消費税が法人税の減税の穴埋めに使われてきたことは明白です。憲法が考える税金の原則は、能力に応じて税金を支払い、国民のくらし、福祉優先に使うというのが本来のあり方です。
●私たちは、この不況から脱却するためには、まず、国民の懐をあたためる施策が必要だと考えています。賃上げと人間らしく働けるルールを整備し、国民の所得を増やす経済改革をすすめて、消費と国内需要を活性化させる。そして、大企業や大金持ちが得する税制をあらためて、応分の負担をしてもらう。こうすれば、消費税を増税しなくても社会保障の財源確保も、財政危機も打開できます。消費税５％に戻すこともできます。
●大企業が応分の税負担をおこなうことは憲法の応能負担の原則に沿ったものですし、国際的にも大きな流れになっています。増税法附則第18条３項は、景気が悪ければ増税を中止できると定めています。政府の判断で消費税増税は中止することができます。
●国民の暮らしのための予算が削られる一方、増えているのは軍事費だけです。安倍首相は、国民の不安に耳を貸さず、「海外で戦争する国づくり」に足を踏み出そうとしています。消費税増税はまさに戦費調達のため。戦争財源として消費税をさらに増税するなどもってのほかです。
●みなさん、増税した歴代の内閣は、国民の強い反対で退陣しているのが歴史の教訓です。消費税増税はもちろん、原発再稼働でも、ＴＰＰでも、憲法改悪でも、安倍政権は国民の願いとは反対の方向へ暴走しています。「首相は国民の声をきちんと聞いて」と大きな声をあげ、憲法を暮らしに活かした政治を求めていきましょう。署名は国会へ直接届けます。ご協力お願いします。






